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ⅠⅠⅠⅠ    九州北部豪雨災害九州北部豪雨災害九州北部豪雨災害九州北部豪雨災害および平成３０年７月豪雨および平成３０年７月豪雨および平成３０年７月豪雨および平成３０年７月豪雨からの復旧・復興からの復旧・復興からの復旧・復興からの復旧・復興    

１１１１    九州北部豪雨災害における九州北部豪雨災害における九州北部豪雨災害における九州北部豪雨災害における宅地に堆積した宅地に堆積した宅地に堆積した宅地に堆積した    

土砂の排除・処分に必要な支援土砂の排除・処分に必要な支援土砂の排除・処分に必要な支援土砂の排除・処分に必要な支援    
【所管省庁 国土交通省】 

九州北部豪雨災害によって、宅地に堆積した土砂の排除・処分に必要な予算

の確保及び地域の復旧に向けた支援を行うこと。 

 

２２２２    災害廃棄物処理に対する支援災害廃棄物処理に対する支援災害廃棄物処理に対する支援災害廃棄物処理に対する支援    

【所管省庁 環境省、総務省】 

平成３０年７月豪雨で発生した災害廃棄物について、被災自治体が実施する 

災害等廃棄物処理事業において、十分な予算の確保及び早期の採択を行うこと。

併せて、平成２９年九州北部豪雨及び平成３０年７月豪雨で発生した災害廃 

棄物の処理にかかる被災自治体の財政負担に対して、手厚い地方財政措置を講 

じること。 

 

３３３３    豪雨災害被災者の生活再建支援への継続的補助豪雨災害被災者の生活再建支援への継続的補助豪雨災害被災者の生活再建支援への継続的補助豪雨災害被災者の生活再建支援への継続的補助    

【所管省庁 厚生労働省】 

平成２９年７月九州北部豪雨災害による被災者が、安心して日常生活を営む

ことができるよう、相談員の巡回による見守りや相談支援等を行うために必要

な経費について、引き続き財政的支援を行うこと。 

 

４４４４    公営住宅の災害時の宅地復旧に関する支援公営住宅の災害時の宅地復旧に関する支援公営住宅の災害時の宅地復旧に関する支援公営住宅の災害時の宅地復旧に関する支援    

【所管省庁 国土交通省】 

公営住宅の災害時における宅地の早期復旧による安全確保のため、制度の

拡充を図るとともに必要な財源を確保すること。 
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５５５５    九州北部豪雨九州北部豪雨九州北部豪雨九州北部豪雨災害災害災害災害における被災者の生活再建へ向けた支援における被災者の生活再建へ向けた支援における被災者の生活再建へ向けた支援における被災者の生活再建へ向けた支援    

【所管省庁 国土交通省】 

九州北部豪雨災害によって、住宅を失った被災者の生活再建に向けて、公

営住宅の整備・復旧等に必要な予算を確保すること。 

 

６６６６    九州北部豪雨災害からの復旧・復興に向けた支援九州北部豪雨災害からの復旧・復興に向けた支援九州北部豪雨災害からの復旧・復興に向けた支援九州北部豪雨災害からの復旧・復興に向けた支援    

【所管省庁 農林水産省】 

農地・農業用施設を早期に復旧させるため、必要な予算を確保すること。 

 

７７７７    鉄道災害復旧事業費補助に係る地方負担の軽減鉄道災害復旧事業費補助に係る地方負担の軽減鉄道災害復旧事業費補助に係る地方負担の軽減鉄道災害復旧事業費補助に係る地方負担の軽減    

【所管省庁 国土交通省、総務省】 

被災した JR 日田彦山線の早期復旧を図るため、鉄道災害復旧事業費補助に

かかる地方負担分について、地方債の起債対象とするとともに、起債の元利償

還金について地方交付税措置の対象とすること。 
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ⅡⅡⅡⅡ    経済・雇用経済・雇用経済・雇用経済・雇用    

１１１１    先端成長産業育成等への支援強化先端成長産業育成等への支援強化先端成長産業育成等への支援強化先端成長産業育成等への支援強化    

【所管省庁 文部科学省、経済産業省、厚生労働省】 

（１） 自動車、水素エネルギー、バイオテクノロジー、医療福祉機器、ロボッ

ト・半導体、コンテンツ・ソフトウェア、有機ＥＬなどの先端成長産業の育

成・集積を図るため、研究開発、実用化、人材育成等の取組みに対する継続

的な支援を行うこと。 

（２） 自動車産業の中小部品メーカーの革新的な技術開発等に対する積極的

な支援を行うこと。 

（３） ロボット・半導体、バイオテクノロジーにおいて、アジアをリードする

世界トップクラスの研究開発拠点を形成するため、「地域イノベーション・

エコシステム形成プログラム」等による支援を強化すること。 

（４） 医療福祉機器分野への中小企業の参入、開発、製品化を促進するため、

医療福祉現場におけるニーズの把握から薬事規制への対応、実証試験及び製

品改良、販路開拓まで、専門的かつ一貫した支援を強化すること。 

（５） 日本発のプログラミング言語「Ruby」、「軽量 Ruby」を活用したソフト

ウェア開発やアプリケーション制作に対する重点的な支援を行うこと。 

 

２２２２    国際リニアコライダー（ＩＬＣ）計画に関する調査・検討の実施国際リニアコライダー（ＩＬＣ）計画に関する調査・検討の実施国際リニアコライダー（ＩＬＣ）計画に関する調査・検討の実施国際リニアコライダー（ＩＬＣ）計画に関する調査・検討の実施    

【所管省庁 文部科学省】 

ＩＬＣ計画については、財政負担も大きいことから、世界のより多くの研究

者が、より長く研究を継続できる研究・生活環境、大学や研究機関、産業の集

積による社会経済への波及効果など、国民の英知を結集した幅広い観点から総

合的な調査・検討を行うこと。 
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３３３３    水田農業振興対策の充実強化水田農業振興対策の充実強化水田農業振興対策の充実強化水田農業振興対策の充実強化    

【所管省庁 農林水産省】 

（１） 「農地中間管理機構」の関連事業に係る予算を確保するとともに、現場

の状況を踏まえ、１０年未満の短期貸付についても機構集積協力金の対象

とするなど制度の見直しを行うこと。 

（２） 主食用米の需要に応じた生産・販売を促進するとともに、生産者の所得

が確保できるよう、水田フル活用の推進に必要な経営所得安定対策等の交

付金に係る予算を恒久的に確保すること。 

（３） 主要農作物種子法の廃止後も、米・麦等の種子の安定的な供給ができる

よう、引き続き、地方交付税措置を確保すること。 

 

４４４４    畜産の競争力強化に対する支援の充実畜産の競争力強化に対する支援の充実畜産の競争力強化に対する支援の充実畜産の競争力強化に対する支援の充実    

【所管省庁 農林水産省】 

（１） 「配合飼料価格安定制度」について、配合飼料価格が高止まりした場合

にも補填が行われる仕組みに見直すとともに、畜産農家の負担軽減を図る

ため、畜産経営安定対策について充実強化を行うこと。 

（２） 畜産経営の収益力向上のため、畜産クラスター事業の継続及び充実強化

を行うこと。 

（３） 家畜伝染病の発生予防及びまん延防止対策の充実強化を行うこと。 

 

５５５５    キウイフルーツかいよう病対策の充実強化キウイフルーツかいよう病対策の充実強化キウイフルーツかいよう病対策の充実強化キウイフルーツかいよう病対策の充実強化    

【所管省庁 農林水産省】 

（１） 病害診断に必要な資材の整備や苗木等検査の実施など、本病の感染防止

のために必要な予算を十分に確保すること。 

（２） Psa3 系統の感染経路の解明、早期かつ効果的な病害診断技術や耐病性

品種の開発を早急に行うこと。また、病害侵入の可能性がある花粉、穂木、

苗については輸入検疫を徹底すること。 

（３） 防除効果の高い薬剤の開発や防除技術の確立を早急に行うこと。 
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（４） キウイフルーツかいよう病により、果樹経営支援対策事業を利用して改

植を行う場合は、産地の実態を反映した十分な支援単価とするとともに、過

去の事業実施の有無にかかわらず、支援対象とすること。 

 

６６６６    茶の改植に対する支援の充実茶の改植に対する支援の充実茶の改植に対する支援の充実茶の改植に対する支援の充実    

【所管省庁 農林水産省】 

茶の改植に対する支援を、産地の実態を反映した支援水準とすること。 

 

７７７７    農産物輸出の更なる拡大に向けた取組の強化農産物輸出の更なる拡大に向けた取組の強化農産物輸出の更なる拡大に向けた取組の強化農産物輸出の更なる拡大に向けた取組の強化    

【所管省庁 農林水産省】 

（１） 植物の輸出検疫のうち、携帯品は、空港に輸出検疫カウンターが設置さ

れるなど一定円滑化の対策が図られているが、貨物については、通年輸出の

拡大に伴い、輸出検疫に多大な時間を要し、定時の輸出に支障を招く恐れが

あることから、輸出検疫業務の円滑化を図ること。 

（２） 輸出相手国が輸入を認めていない農林水産物については、今後とも、輸

出が可能となるよう、相手国に輸入条件の緩和を働きかけること。 

（３） ジャパンブランドの推進のためには、九州など一定の地域において、各

県が連携した取組みが必要であり、そのための支援策を拡充すること。 

 

８８８８    ６次産業化の取組拡大に向けた支援の充実６次産業化の取組拡大に向けた支援の充実６次産業化の取組拡大に向けた支援の充実６次産業化の取組拡大に向けた支援の充実    

【所管省庁 農林水産省】 

６次産業化の取組みを拡大するため、農林漁業者等が実施する施設･機械の

整備に係る補助率をすべての地域においてかさ上げすることや各県連携によ

り実施する商談会を事業対象化することに加え、十分な予算額を確保すること。 
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９９９９    ＧＡＰの推進ＧＡＰの推進ＧＡＰの推進ＧＡＰの推進    

【所管省庁 農林水産省】 

ＧＡＰ認証取得の拡大を図るため、「ＧＡＰ拡大推進加速化事業」の予算を

十分確保すること。 

また、国民に対するＧＡＰの認知度向上のための取組を進めること。 

さらに、輸出の拡大に向け、ＧＦＳＩに対して、アジアＧＡＰがグローバ

ルＧＡＰ等との同等性の承認が得られるよう強く働きかけること。 

 

１０１０１０１０    新規就農者の定着に向けた支援策の継続新規就農者の定着に向けた支援策の継続新規就農者の定着に向けた支援策の継続新規就農者の定着に向けた支援策の継続    

【所管省庁 農林水産省】 

「農業次世代人材投資資金」については、農外からのＵターン者や新規参

入者等に確実に給付し、新規就農者の拡大・育成が図られるよう、必要な予

算額を確保すること。 

また、地域によって担い手の育成の実情が異なることから、交付対象者の

年齢要件を緩和すること。 

 

１１１１１１１１    女性の経営参画に向けた支援策の充実強化女性の経営参画に向けた支援策の充実強化女性の経営参画に向けた支援策の充実強化女性の経営参画に向けた支援策の充実強化    

【所管省庁 農林水産省】 

女性農業者の能力開発や、女性の発想や視点を活かした経営参画が図られ

るよう、地方で活用できる施策を創設すること。 

 

１２１２１２１２    鳥獣対策や、人と動物の共通感染症対策に対する支援の充実鳥獣対策や、人と動物の共通感染症対策に対する支援の充実鳥獣対策や、人と動物の共通感染症対策に対する支援の充実鳥獣対策や、人と動物の共通感染症対策に対する支援の充実    

【所管省庁 農林水産省、環境省】 

（１） 野生鳥獣による農林水産物被害は依然深刻であることから、鳥獣対策

については、引続き十分な財源の確保を行うとともに、地域の実情を考慮

した仕組とすること。特に、捕獲活動経費の直接支援については、例年大

幅な予算不足が生じているため、十分な財源を確保すること。 

（２） 「ワンヘルス」の理念のもと、人と動物との健康を守るため、関係機

関が連携して、人と動物の共通感染症対策を推進していくこと。 
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１３１３１３１３    燃油高騰対策の充実強化燃油高騰対策の充実強化燃油高騰対策の充実強化燃油高騰対策の充実強化    

【所管省庁 農林水産省】 

軽油引取税の免税措置の恒久化をはじめとした農林漁業用の燃油高騰対策

の充実強化を図ること。 

 

１４１４１４１４    IoTIoTIoTIoT、、、、AIAIAIAI、ロボット等を活用したスマート農林水産業の推進、ロボット等を活用したスマート農林水産業の推進、ロボット等を活用したスマート農林水産業の推進、ロボット等を活用したスマート農林水産業の推進    

【所管省庁 農林水産省】 

農林水産業分野における IoT、AI、ロボット技術等の現地普及を図るため、

研究開発と現地での実証を推進するために必要な予算を確保すること。 

 

１５１５１５１５    日本型直接支払制度の推進日本型直接支払制度の推進日本型直接支払制度の推進日本型直接支払制度の推進    

【所管省庁 農林水産省】 

（１） 日本型直接支払制度の多面的機能支払、環境保全型農業直接支払及び

日本型直接支払推進交付金は、必要額が確保されておらず、取組に支障を

きたしていることから、必要な予算を確実に確保すること。併せて、地方

負担の軽減を図ること。 

（２） 中山間地域等直接支払は、集落協定の広域化や小規模・高齢化集落の

支援、超急傾斜地の農用地の保全を強力に推進するため、「集落連携・機能

維持加算」、「超急傾斜農地保全管理加算」を受けるために必要となる、新

たな人材の確保、農産物の販売促進活動の実施といった要件を見直すこ

と。 

（３） 環境保全型農業直接支払については、取り組もうとする事業対象者

が、新たな要件「国際水準ＧＡＰに取り組むこと」に対応できるよう、研

修会の開催経費への支援等必要な措置を講ずること。 
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１６１６１６１６    特別栽培農産物の流通促進対策特別栽培農産物の流通促進対策特別栽培農産物の流通促進対策特別栽培農産物の流通促進対策    

【所管省庁 農林水産省】 

特別栽培農産物の流通を促進するため、有機農産物と同等に消費者に対す

るＰＲイベントや商談会の開催などの流通促進に係る支援を講じること。 

 

１７１７１７１７    収入保険制度の充実強化収入保険制度の充実強化収入保険制度の充実強化収入保険制度の充実強化    

【所管省庁 農林水産省】 

収入保険制度及び見直しが行われた農業共済制度については、農業者が無 

保険の状態になることのないよう、農業者個々が経営内容に応じたメリット

・デメリット等を理解した上で加入判断ができるように、引き続き、きめ細

やかな周知に努めること。 

  また、自然災害など農業者の経営努力では避けられない収入減少を基準収

入から外すなど、農業者の視点に立った制度見直しを行うこと。 

 

１８１８１８１８    土地取引の規制を含む法令の整備土地取引の規制を含む法令の整備土地取引の規制を含む法令の整備土地取引の規制を含む法令の整備    

【所管省庁 農林水産省】 

国民の安全・安心な生活の確保のため、水源地域など公益性の高い土地に

ついては、外国資本による土地取引の規制を含む法令の整備を行うこと。 

 

１９１９１９１９    国営事業等の推進国営事業等の推進国営事業等の推進国営事業等の推進    

【所管省庁 農林水産省】 

(１) 農業生産の維持と国土保全を図るため、「国営海岸保全施設整備事業」

を早期完成すること。 

(２) 「国営施設機能保全事業」を計画的に実施するため、必要な予算を確

保すること。 
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２０２０２０２０    農用地土壌汚染対策農用地土壌汚染対策農用地土壌汚染対策農用地土壌汚染対策    

【所管省庁 農林水産省】 

公害防除特別土地改良事業を計画的に実施するため、事業実施に係る予算

確保を講じること。 

 

２１２１２１２１    農業協同組合の経営基盤の充実農業協同組合の経営基盤の充実農業協同組合の経営基盤の充実農業協同組合の経営基盤の充実    

【所管省庁 農林水産省】 

農業協同組合制度については、自己改革の進展に向けて、営農指導や農産

物の有利販売等の強化に資するよう経営基盤の充実等のための対策を講じる

こと。 

 

２２２２２２２２    林業の成長産業化に向けた支援の継続林業の成長産業化に向けた支援の継続林業の成長産業化に向けた支援の継続林業の成長産業化に向けた支援の継続        

【所管省庁 農林水産省】 

豊富な森林資源を循環利用しつつ、林業の成長産業化を実現するため、林

業成長産業化総合対策等を活用して推進している施策を継続的に実施できる

よう、十分な予算を確保すること。 

 

 

２３２３２３２３    林業における担い手対策の支援強化林業における担い手対策の支援強化林業における担い手対策の支援強化林業における担い手対策の支援強化        

【所管省庁 農林水産省】 

林業の成長産業化と森林資源の適切な管理を推進するため、新規就業者の

確保、育成や、林業事業体の雇用条件の改善の取組みなど、担い手対策にお

ける十分な予算の確保及び事業の拡充など、支援を強化すること。 

 

 

２４２４２４２４    森林・山村多面的機能発揮対策交付金の推進森林・山村多面的機能発揮対策交付金の推進森林・山村多面的機能発揮対策交付金の推進森林・山村多面的機能発揮対策交付金の推進    

【所管省庁 農林水産省】 

森林所有者や地域住民等の協働により、森林の有する多面的機能を発揮す

るため、森林・山村多面的機能対策交付金について、十分な予算を確保する

とともに、全額国負担とすること。 
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２５２５２５２５    竹材の新たな用途開発竹材の新たな用途開発竹材の新たな用途開発竹材の新たな用途開発    

【所管省庁 農林水産省、経済産業省】 

放置竹林の整備を推進するためには、竹材の需要を拡大する必要があるこ

とから、エネルギー利用など安定的で大きな需要が見込まれ、かつ付加価値

の高い竹材の新たな用途を開発すること。 

 

２６２６２６２６    有明海再生対策の充実強化有明海再生対策の充実強化有明海再生対策の充実強化有明海再生対策の充実強化    

【所管省庁 農林水産省】 

有明海再生対策については、農林水産大臣談話に基づく事業や各県が作成

した有明海再生計画に沿って実施する総合的な施策、さらに、沿岸４県が協

調して実施した調査結果に基づき講じる対策に必要な財源措置を充実するこ

と。 

 

２７２７２７２７    有明海の環境変化の原因究明有明海の環境変化の原因究明有明海の環境変化の原因究明有明海の環境変化の原因究明    

【所管省庁 農林水産省】 

有明海再生のためには、有明海の環境変化の原因究明が極めて重要であ

り、この原因究明の調査については、国の責任において実施すること。 

 

２８２８２８２８    漁業における担い手確保対策の充実強化漁業における担い手確保対策の充実強化漁業における担い手確保対策の充実強化漁業における担い手確保対策の充実強化    

【所管省庁 農林水産省】 

漁業における新規就業者の確保・育成対策として、経営が不安定な漁業就

業直後の所得を確保し、経営自立をサポートする給付金制度を創設するこ

と。また、新規就業を希望する漁家子弟の対象を拡充すること。 

 

２９２９２９２９    ノリ輸入制度の維持ノリ輸入制度の維持ノリ輸入制度の維持ノリ輸入制度の維持    

【所管省庁 農林水産省】 

ノリが無制限に輸入されないよう、輸入制度を堅持すること。 



17 

 

３０３０３０３０    荒廃農地再生等に対する支援の継続荒廃農地再生等に対する支援の継続荒廃農地再生等に対する支援の継続荒廃農地再生等に対する支援の継続    

【所管省庁 農林水産省】 

農業者等による小規模な荒廃農地の再生や発生防止等の取組みに対する支

援を継続すること。 
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ⅢⅢⅢⅢ    安全・安心安全・安心安全・安心安全・安心    

１１１１    首都直下地震に備えた首都中枢機能のバックアップ拠点の整備首都直下地震に備えた首都中枢機能のバックアップ拠点の整備首都直下地震に備えた首都中枢機能のバックアップ拠点の整備首都直下地震に備えた首都中枢機能のバックアップ拠点の整備    

【所管省庁 内閣府（防災）】 

首都直下地震をはじめとした大規模災害発生時における首都中枢機能維持

のため、バックアップ拠点の整備について検討を進めること。 

 

２２２２    弾道ミサイル落下時の情報伝達手段と弾道ミサイル落下時の情報伝達手段と弾道ミサイル落下時の情報伝達手段と弾道ミサイル落下時の情報伝達手段と    

とるべき行動の国民への継続的な周知とるべき行動の国民への継続的な周知とるべき行動の国民への継続的な周知とるべき行動の国民への継続的な周知    
【所管省庁 総務省（消防庁）】 

国民に対し、弾道ミサイルが落下する場合の国民保護サイレン音を含めた

情報伝達手段ととるべき行動について、テレビやラジオなどの媒体の特性を

生かし、継続的に周知を図ること。 

 

３３３３    佐賀空港へのオスプレイ等の配備計画佐賀空港へのオスプレイ等の配備計画佐賀空港へのオスプレイ等の配備計画佐賀空港へのオスプレイ等の配備計画    

【所管省庁 防衛省】 

佐賀空港への自衛隊のオスプレイ等の配備計画について、今後、具体的な運

用方法や本県への影響及び影響が生じた場合の対応が明らかになった時点で、

本県に対し速やかに説明すること。 

また、関係する自治体や関係者に対しても、直接説明するなど適切に対応す

ること。 

（１） 本県内での飛行頻度と飛行時間 

（２） 本県内のオスプレイ等の飛行経路における高度と騒音の程度 

（３） オスプレイ等の飛行に伴う本県内の畜産などの農業やノリ養殖などの

漁業に対する影響及び影響が生じた場合の対応 
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４４４４    東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえた原子力災害対策東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえた原子力災害対策東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえた原子力災害対策東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえた原子力災害対策    

【所管省庁 内閣府（防災）、環境省】 

（１） 原子力発電所の周辺自治体が講じるべき対策のうち、船舶に対する避難

退域時検査など、具体的な実施方法が示されていない部分を早急に明らかに

すること。 

（２） 避難用バスの運転手確保など、自治体が直面する困難な課題の解決を図

るため、国として主体的に具体的な支援を行うこと。 

（３） 自治体が実施する原子力災害対策について、国の交付金等により全額財

政措置するとともに、その使途の拡充及び弾力的な運用を図ること。 

 

５５５５    東京電力福島第一原子力発電所事故対応と東京電力福島第一原子力発電所事故対応と東京電力福島第一原子力発電所事故対応と東京電力福島第一原子力発電所事故対応と    

原子力発電所の安全対策原子力発電所の安全対策原子力発電所の安全対策原子力発電所の安全対策    

【所管省庁 内閣府（防災）、経済産業省、環境省】 

（１） 原子力発電所の安全性については、国が責任をもって確認・確保し、電

力事業者とともに国民に対し、その安全性やエネルギー政策上の必要性等に

ついて十分な説明を行い、理解を得ていくこと。 

（２） 原子力規制委員会は、新規制基準に基づき、国民の期待に応えるべくし

っかり規制・審査すること。 

 

６６６６    災害対策の充実強化災害対策の充実強化災害対策の充実強化災害対策の充実強化    

【所管省庁 内閣府（防災）、総務省（消防庁）、厚生労働省、農林水産省】 

平成 28年熊本地震や平成 29年 7月九州北部豪雨等による甚大な被害及び

南海トラフ地震の被害想定を踏まえ、地域の防災基盤や防災力を強化するた

めの対策を講じること。 

（１） 災害発生時、市町村が速やかに避難所を設置し、円滑に運営できるよ

うにするため、トイレなど必要な資材の平時からの整備にかかる費用に対

し、確実な財政措置を講じること。 
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（２） 防災拠点となる市町村庁舎の耐震化、指定避難所の環境整備等を推進

するための恒久的な財源措置を講じること。 

（３） 陸海空の交通基盤、医療施設、避難施設などが充実し、地震・津波災

害のリスクが低い福岡県の特性を踏まえ、北九州空港などの施設を「南海

トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」における大規模

な広域防災拠点として位置付けること。 

（４） 広域防災拠点の整備に併せ、アジア防疫センター（仮称）を併設する

など、広域ブロックで、鳥インフルエンザ、狂犬病等の「人と動物の共通

感染症対策」や口蹄疫等の防疫対策に取り組む体制を整備すること。 

 

７７７７    避難所支援システムの構築避難所支援システムの構築避難所支援システムの構築避難所支援システムの構築        

【所管省庁 内閣府（防災）】 

被災者の支援物資に対するニーズを的確に把握し、関係機関の間で物資に

関する情報を正確かつ円滑に交換できるようにするため、国が主導して全国

統一の支援システムを構築すること。  

  また、導入にあたっては、システムやツールの整備に係る財政支援、マニ

ュアルの作成や運用研修などの支援を行うこと。 

 

８８８８    医療機関の電源確保対策の充実医療機関の電源確保対策の充実医療機関の電源確保対策の充実医療機関の電源確保対策の充実    

【所管省庁 厚生労働省】 

災害発生時における医療提供体制を確保するため、電源確保に係る補助制

度の対象医療機関を拡大すること。 

 

９９９９    ため池等防災対策の充実強化ため池等防災対策の充実強化ため池等防災対策の充実強化ため池等防災対策の充実強化    

【所管省庁 農林水産省】 

（１）国が定めるため池など農業用施設の設計基準が、近年の豪雨災害に対応

できているか検証、見直しを行うこと。 
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（２） 防災重点ため池の整備に対する予算を確保するとともに、今後新たに選定する防災

重点ため池について、対策に必要な詳細調査や住民向けのハザードマップ作成に必要

な経費に対する支援を着実に継続すること。 

 

１０１０１０１０    暴力団対策の充実強化暴力団対策の充実強化暴力団対策の充実強化暴力団対策の充実強化                                

【所管省庁 国家公安委員会、警察庁、法務省、文部科学省（文化庁）】 

（１） 暴力団組織から離脱した者に対する社会復帰対策を強化すること。 

① 就労支援に関する広域連合を全国に拡大させること。 

② 離脱した者を雇用する事業者に対する給付金の支給や身元保証人制度の

導入を行うこと。 

（２） 新たな捜査手法の導入など、暴力団犯罪に的確に対応するための法整備 

を行うこと。 

（３） 暴力団の所得に関する調査・徴収を徹底すること。 

（４） 暴力団対策として街頭防犯カメラを設置する自治体への財政支援を行

うこと。 

（５） 迅速・的確な事件処理、公判対応のための検察態勢を強化すること。 

（６） 資機材・車両等の整備強化のため、以下の措置を講じること。  

① 効果的・効率的な捜査活動に資する資機材・車両の整備を強化すること。 

② 万全な保護対策に資する資機材の整備を強化すること。 

③ 自動車ナンバー自動読取システムの整備を強化すること。 

④ 画像の鮮明化等の技術開発に対する支援を強化すること。     

⑤ 爆発物専用の鑑定処分施設を併用した保管施設を整備すること。 

（７） 暴力団犯罪捜査員の処遇改善により捜査基盤を充実強化すること。 

（８） 治安体制を充実強化するため、「地方警察職員たる警察官の都道府県ご

との定員の基準」を改正すること。 

（９） 宗教法人から暴力団を排除するため、宗教法人法に暴力団員等を排除す

る規定を追加すること。 
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１１１１１１１１    捜査基盤の充実強化捜査基盤の充実強化捜査基盤の充実強化捜査基盤の充実強化    

【所管省庁 警察庁】 

捜査基盤を強化するため、以下の措置を講じること。 

（１） 証拠資料を収集するための資機材を整備すること。 

（２） ＤＮＡ型鑑定結果を電子化するための装置を配備すること。 

 

１２１２１２１２    治安基盤の充実強化治安基盤の充実強化治安基盤の充実強化治安基盤の充実強化    

【所管省庁 警察庁】 

（１） 治安基盤を充実強化すること。 

 無線警ら車等を整備し、治安体制を充実強化すること。 

（２） 安全で快適な交通環境を実現すること。 

 交通安全施設の充実整備及び効率的かつ計画的な更新を推進すること。 

 

１３１３１３１３    性犯罪対策の推進性犯罪対策の推進性犯罪対策の推進性犯罪対策の推進    

【所管省庁 内閣府（男女共同参画）、警察庁】 

（１） 性犯罪対策として、街頭防犯カメラを設置する自治体への継続的な財 

政的支援を行うこと。 

（２） 性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターにおいて、

継続的に安定した運営が維持できるよう、「性犯罪・性暴力被害者支援交付

金」について十分な財源を確保すること。 

 

１４１４１４１４    インターネットを介した青少年犯罪被害等への対策インターネットを介した青少年犯罪被害等への対策インターネットを介した青少年犯罪被害等への対策インターネットを介した青少年犯罪被害等への対策    

【所管省庁 内閣府（少子化対策）、総務省、法務省】 

スマートフォン等の普及に伴い、青少年がコミュニティサイトを介して犯

罪被害等に遭うケースが後を絶たないことから、フィルタリング義務の規制

対象範囲を、通信機能を備えるゲーム機や音楽プレーヤー等にも拡大すると

ともに、国においてフィルタリング義務の徹底を図ること。 

また、青少年の自画撮り被害が拡大していることから、青少年に裸の画像

等を要求する行為を禁止するなど、未然防止に向け必要な法整備を行うこ

と。 
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１５１５１５１５    犯罪被害者等支援の推進犯罪被害者等支援の推進犯罪被害者等支援の推進犯罪被害者等支援の推進    

【所管省庁 法務省、警察庁】 

犯罪被害者等が行う損害賠償請求訴訟の再提訴時における申立手数料を減

額すること。 

 

 

１６１６１６１６    再犯防止推進計画に基づく取組みに対する財政措置等の拡充再犯防止推進計画に基づく取組みに対する財政措置等の拡充再犯防止推進計画に基づく取組みに対する財政措置等の拡充再犯防止推進計画に基づく取組みに対する財政措置等の拡充    

【所管省庁 法務省】 

（１） 再犯防止推進計画に基づく取組みについて、着実な施策の実施に必要な

財源を安定的・恒久的に措置すること。 

（２） 不安定な就労が再犯リスクとなっていることが明らかなことから、受刑

者等の広域的な就労支援を行う「矯正就労情報センター（通称：コレワーク）」

の設置拡大など、「就労の確保」の取組みの更なる充実を図ること。 

 

１７１７１７１７    地方消費者行政の充実・強化に係る財政措置地方消費者行政の充実・強化に係る財政措置地方消費者行政の充実・強化に係る財政措置地方消費者行政の充実・強化に係る財政措置    

【所管省庁 内閣府（消費者庁）】 

地方が消費者行政を安定的に実施・推進できるよう、地方消費者行政強化

交付金のうち、地方消費者行政推進事業については、活用期間までの所要額

の総額を確保すること。また、地方消費者行政強化事業については、補助率

の改善や使途の拡充など制度の改善を図ること。 
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ⅣⅣⅣⅣ    環境・エネルギー環境・エネルギー環境・エネルギー環境・エネルギー    

１１１１    地域における地球温暖化対策の推進地域における地球温暖化対策の推進地域における地球温暖化対策の推進地域における地球温暖化対策の推進    

【所管省庁 環境省】 

地域における気候変動適応策を含めた地球温暖化対策の推進のために必要

な予算を確保すること。 

 

２２２２    高濃度光化学オキシダントなどの越境大気汚染対策の推進高濃度光化学オキシダントなどの越境大気汚染対策の推進高濃度光化学オキシダントなどの越境大気汚染対策の推進高濃度光化学オキシダントなどの越境大気汚染対策の推進    

【所管省庁 環境省】 

（１） 東アジアにおける広域的な大気保全対策を推進するため、関係各国に対

し強力に働きかけること 

（２） 微小粒子状物質（PM2.5）の発生源や生成機構の解明、健康影響に関す

る知見の集積等を行うこと 

 

３３３３    廃止した焼却施設の解体に係る財政支援制度廃止した焼却施設の解体に係る財政支援制度廃止した焼却施設の解体に係る財政支援制度廃止した焼却施設の解体に係る財政支援制度    

【所管省庁 環境省】 

廃止焼却施設の解体跡地に新たな施設整備を行わない場合の解体費用につ

いて、新たな補助制度を設けること。 

 

４４４４    安定型最終処分場の規制強化安定型最終処分場の規制強化安定型最終処分場の規制強化安定型最終処分場の規制強化    

【所管省庁 環境省】 

（１） 安定型最終処分場に埋立可能な廃棄物の種類を見直すこと。 

（２） 安定型最終処分場の構造基準を強化すること。 

（３） 稼働中や閉鎖後の安定型最終処分場に必要な改善措置が講じられるよ

う財政支援を行うこと。 
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５５５５    産業廃棄物処分業における経理的基礎に係る基準の厳格化産業廃棄物処分業における経理的基礎に係る基準の厳格化産業廃棄物処分業における経理的基礎に係る基準の厳格化産業廃棄物処分業における経理的基礎に係る基準の厳格化    

及び積立金制度の創設及び積立金制度の創設及び積立金制度の創設及び積立金制度の創設    

【所管省庁 環境省】 

経理的基礎の判断基準をより厳格かつ具体に定める、積立金制度を創設する

等により、産業廃棄物処理業者による不適正処理事案の改善措置を事業者自身

が確実に実施することができるよう担保すること。 

 

６６６６    ＰＣＢ廃棄物処理に向けた支援体制強化ＰＣＢ廃棄物処理に向けた支援体制強化ＰＣＢ廃棄物処理に向けた支援体制強化ＰＣＢ廃棄物処理に向けた支援体制強化    

及び広報・啓発活動の実施及び広報・啓発活動の実施及び広報・啓発活動の実施及び広報・啓発活動の実施    

【所管省庁 環境省】 

高濃度ＰＣＢ廃棄物の一日でも早い確実な処理の完了のため、事業者が行う

確認調査に対する支援体制強化を図るとともに、積極的な広報・啓発活動を継

続的に行うこと。 

また、低濃度ＰＣＢ廃棄物の確実な期限内処理に向け、処理費用等にかかる

助成制度を創設すること。 

 

７７７７    海岸漂着物等対策の推進海岸漂着物等対策の推進海岸漂着物等対策の推進海岸漂着物等対策の推進    

【所管省庁 環境省】 

（１） 地方公共団体が実施する海岸漂着物等に係る対策について、十分な予算

を確保するとともに、引き続き適切な財政支援を行うこと。 

（２） マイクロプラスチックについて、発生抑制及び削減に係る対策について、

効果的な取組みを実施すること。 

８８８８    特定外来生物の防除の推進特定外来生物の防除の推進特定外来生物の防除の推進特定外来生物の防除の推進    

【所管省庁 環境省】 

特定外来生物の国内への侵入初期のみならず、国内における分布域拡大期の

国の対応を明確にするとともに、分布域拡大期においても責任をもって防除を

実施すること。あわせて市町村への財政的支援を実施すること。 
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９９９９    森林吸収源対策のための財源確保森林吸収源対策のための財源確保森林吸収源対策のための財源確保森林吸収源対策のための財源確保    

【所管省庁 農林水産省、総務省】 

わが国の温室効果ガス排出削減目標の達成や、災害防止を図るための地方財

源を安定的に確保する観点から、森林関連法令の見直しを踏まえ、平成３１年

度税制改正において、森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）が創設

されることとなったが、府県の森林環境税との調整や、市町村の実施体制の確

保等について、必要な助言や十分な説明を行うなど、制度の円滑な実施に向け

た取組みを行うこと。 

 

１０１０１０１０    松くい虫被害対策の推進松くい虫被害対策の推進松くい虫被害対策の推進松くい虫被害対策の推進    

【所管省庁 農林水産省、国土交通省、防衛省】 

（１） 民有林については、国庫補助事業に加え、県独自の税制である森林環境

税の使途を拡大して対応しているが、引き続き徹底した防除対策を行う必要

があるため、十分な財源を確保すること。 

（２） 本県の保全すべき松林の 76％は、林野庁、国土交通省、防衛省の所管す

る国有林であることから、国の責任において万全の防除対策を講じるととも

に、民有林との一層の連携強化を図ること。 

 

１１１１１１１１    漁場のゴミ処理及び海底の堆積物処理対策の推進漁場のゴミ処理及び海底の堆積物処理対策の推進漁場のゴミ処理及び海底の堆積物処理対策の推進漁場のゴミ処理及び海底の堆積物処理対策の推進    

【所管省庁  国土交通省、農林水産省、環境省】 

漁場へのゴミの流入抑制対策や漂流ゴミの回収・処理に対する予算の確保・

充実に努めるとともに、海底の堆積物や土砂の処理について、緊急に対応でき

るような事業を構築すること。 

 

１２１２１２１２    省エネルギー対策への支援制度の充実省エネルギー対策への支援制度の充実省エネルギー対策への支援制度の充実省エネルギー対策への支援制度の充実        

【所管省庁 経済産業省、国土交通省、環境省】 

エネルギーの効率的利用を促進するため、省エネ設備やエネルギーマネジメ

ントシステムの導入、建築物の省エネ改修などへの支援制度の充実を図ること。 
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１３１３１３１３    電力システム改革について電力システム改革について電力システム改革について電力システム改革について        

【所管省庁 経済産業省】 

電力システム改革については、電力の安定供給を前提とし、電力ユーザーや

電源立地地域など地域の利益に配慮しながら、着実に実行すること。 

 

１４１４１４１４    地域別の電灯電力等需要実績の把握と情報提供地域別の電灯電力等需要実績の把握と情報提供地域別の電灯電力等需要実績の把握と情報提供地域別の電灯電力等需要実績の把握と情報提供    

【所管省庁 環境省】 

地域における省エネルギー・節電対策の効果を的確に評価できるよう各電気

事業者と調整の上、地域別の電灯電力等需要実績について、できるだけ詳細に

把握し情報提供を行うこと。 

 

１５１５１５１５    太陽光パネルリサイクル等に対する制度創設太陽光パネルリサイクル等に対する制度創設太陽光パネルリサイクル等に対する制度創設太陽光パネルリサイクル等に対する制度創設    

【所管省庁 環境省、経済産業省】 

（１） 使用済み太陽光パネルの適切な回収及びリサイクルを推進するため、法

整備を含めた対策を実施すること。 

（２） 事業終了後の太陽光発電設備について、事業者に確実に撤去及び適正処

理させるための制度を創設すること。 
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ⅤⅤⅤⅤ    医療・福祉医療・福祉医療・福祉医療・福祉    

１１１１    国民健康保険制度の安定的運営の確保国民健康保険制度の安定的運営の確保国民健康保険制度の安定的運営の確保国民健康保険制度の安定的運営の確保    

【所管省庁 厚生労働省】 

  

（１） 国保の財政運営について、新制度の下での都道府県毎の国費の配分、財

政運営の見通しを明らかにし、財政安定化基金の在り方等を含め、安定的な

運営の可否について十分に検証すること。それを踏まえ、将来にわたる持続

可能な制度の確立、国民の保険料負担の平準化に向け、地方と協議しながら、

子どもに係る均等割保険料軽減措置の導入や国定率負担の引上げ等様々な

財政支援の方策を講じ、今後の医療費の増嵩に耐えうる財政基盤の確立を図

ること。 

また、国保の主要な財源である普通調整交付金については、自治体間の所

得調整という重要な機能を担っていることから、地方の意見を十分に尊重し、

その機能を引き続き維持すること。 

（２） 保険者努力支援制度の実施に当たっては、適正かつ客観的な指標を設定

し、透明性の高い合理的な交付方法となるよう地方の意見を踏まえた上で行

うこと。 

（３） 今後の制度の見直しの検討に当たっては、引き続き地方と十分に協議を

行うとともに、制度設計者である国の責任において、被保険者に対する丁寧

な説明・周知を行うこと。 

また、制度の見直しに当たって新たな費用負担が発生する場合には、国に

おいて必要な財源を確保し、所要の経費について財政支援を行うこと。 

（４） 地域別診療報酬の特例について、都道府県の判断に資する具体的な活用

策の在り方の検討に当たっては、地域独自の診療報酬の妥当性や医療費適正

化の実現に向けた実効性に係る検討を、各都道府県の意見を踏まえ、慎重か

つ適切に行うこと。 

（５） また、医療費の動向等に応じて給付率を調整する考え方については、医

療費の増嵩を踏まえつつ、患者の受診行動や生活の実態が考慮されず負担が

過大になるおそれや、一時的要因による医療費の変動や景気の変動等によっ

て患者負担が頻繁に変わるおそれがある等の課題を考慮しながら、慎重に検

討すること。 

（６） その上で、医療保険制度の安定的な運営のため、全ての医療保険制度の

全国レベルでの一元化を見据え、具体的な道筋を提示すること。 
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２２２２    国民健康保険の国庫負担金の減額調整措置の廃止国民健康保険の国庫負担金の減額調整措置の廃止国民健康保険の国庫負担金の減額調整措置の廃止国民健康保険の国庫負担金の減額調整措置の廃止    

【所管省庁 厚生労働省】 

子ども、重度心身障がい者（児）、ひとり親家庭等に対して現物給付による

医療費助成を行った場合の、国民健康保険の国庫負担金の減額調整措置を全面

的に廃止すること。 

 

３３３３    後期高齢者医療制度の円滑な運営後期高齢者医療制度の円滑な運営後期高齢者医療制度の円滑な運営後期高齢者医療制度の円滑な運営    

【所管省庁 厚生労働省】 

後期高齢者の保険料軽減特例の見直しや窓口負担の在り方の検討に当たっ

ては、低所得者への配慮や激変緩和措置について十分に検討すること。 

また、それらの実施・検討に当たっては、国において、激変緩和措置等に係

る必要な財源措置を講じるとともに、被保険者に混乱が生じないよう、丁寧な

説明・周知を行うこと。 

 

４４４４    介護保険制度の安定的運営の確保介護保険制度の安定的運営の確保介護保険制度の安定的運営の確保介護保険制度の安定的運営の確保    

【所管省庁 厚生労働省】 

（１） 介護保険制度が将来にわたって安定したものとなるよう、介護保険財政

について、保険料と国・地方の負担の在り方を含め、必要な制度の改善を図

ること。 

（２） 低所得者に対する介護保険料の軽減措置については、必要な財源措置を

確実に講じ、できる限り早期に完全実施すること。 

（３） 保険者機能強化推進交付金の財源については、保険者の責めによらない

要因により生じる保険料の水準格差を全国ベースで平準化するために交付

される調整交付金とは、別枠で措置すること。 
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５５５５    介護保険地域支援事業の円滑な実施のための財政措置介護保険地域支援事業の円滑な実施のための財政措置介護保険地域支援事業の円滑な実施のための財政措置介護保険地域支援事業の円滑な実施のための財政措置    

【所管省庁 厚生労働省】 

市町村が、地域の実情に応じた地域支援事業を円滑に実施できるよう、地域

支援事業の財源である地域支援事業交付金について、十分な財政措置を行うと

ともに、市町村との上限額引き上げの個別協議に当たって配慮を行うこと。 

 

６６６６    介護人材の確保介護人材の確保介護人材の確保介護人材の確保    

【所管省庁 厚生労働省】 

（１） 介護職員の適切な給与水準の確保及び適正な職員配置が可能となるよ

う介護報酬の水準を設定すること。 

（２） 介護職の社会的評価の向上に向けた施策を推進すること。 

（３） 外国人を含む多様な人材の確保やキャリアパスの確立を図ること。 

（４） ロボット技術・ICTの活用等による介護サービスの効率化を推進するこ

と。 

 

７７７７    難病対策の円滑な運営難病対策の円滑な運営難病対策の円滑な運営難病対策の円滑な運営    

【所管省庁 厚生労働省】 

「難病の患者に対する医療等に関する法律」の施行に伴い、受給者、医療機

関、地方自治体において事務負担が増加している実態を把握し、事務負担を軽

減するため、手続きの簡素化など継続的に制度の見直しを行うこと。 

 

８８８８    骨髄ドナー特別休暇制度の普及拡大、休業補償制度の創設骨髄ドナー特別休暇制度の普及拡大、休業補償制度の創設骨髄ドナー特別休暇制度の普及拡大、休業補償制度の創設骨髄ドナー特別休暇制度の普及拡大、休業補償制度の創設    

及び十分な財源の確保及び十分な財源の確保及び十分な財源の確保及び十分な財源の確保    

【所管省庁 厚生労働省】 

官公庁や大手企業等で既に導入されている「骨髄ドナー特別休暇制度」の普

及拡大を図るとともに、国において休業補償制度を創設すること。 

また、ドナーが提供に至らない理由や求める支援を国において把握・分析し

た上で更なる提供率の向上につながる総合的な施策を推進するとともに、地方

自治体の施策実施のために必要な予算措置を行うこと。 
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９９９９    地域医療介護総合確保基金の十分な財源の確保等地域医療介護総合確保基金の十分な財源の確保等地域医療介護総合確保基金の十分な財源の確保等地域医療介護総合確保基金の十分な財源の確保等    

【所管省庁 厚生労働省】 

地域医療介護総合確保基金（医療分）については、地域の実情に応じて柔軟

に活用できる制度とし、在宅医療の充実及び医療従事者の確保に関する事業が

安定的に継続できるよう十分な財源を確保するとともに、医療療養病床の介護

医療院等への転換に係る開設準備経費への支援について、基金事業の対象に含

めること。 

 

１０１０１０１０    医療提供体制推進事業費補助金（統合補助金）の医療提供体制推進事業費補助金（統合補助金）の医療提供体制推進事業費補助金（統合補助金）の医療提供体制推進事業費補助金（統合補助金）の    

十分な財源の確保十分な財源の確保十分な財源の確保十分な財源の確保    
【所管省庁 厚生労働省】 

地域の救急医療や周産期医療を良質かつ適切に提供していくために、医療提

供体制推進事業費補助金（統合補助金）により実施される事業が安定的に継続

できるよう十分な財源を確保すること。 

 

１１１１１１１１    有床診療所等のスプリンクラー等施設整備事業への財政措置有床診療所等のスプリンクラー等施設整備事業への財政措置有床診療所等のスプリンクラー等施設整備事業への財政措置有床診療所等のスプリンクラー等施設整備事業への財政措置    

【所管省庁 厚生労働省】 

入院患者の安全の確保と地域医療の確保を図るため、防火施設整備等に係る

費用に対して安定的・継続的に十分な財政措置を講じること。 

 

１２１２１２１２    災害拠点病院等の耐震化整備への財政措置災害拠点病院等の耐震化整備への財政措置災害拠点病院等の耐震化整備への財政措置災害拠点病院等の耐震化整備への財政措置    

【所管省庁 厚生労働省】 

医療施設の耐震化は喫緊の課題となっており、これを一層推進する必要があ

ることから、医療施設耐震化臨時特例基金のように、都道府県に基金を設置し

て複数年度に渡る支援が継続して実施できるような助成制度を新たに創設す

ること。 
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１３１３１３１３    旧優生保護法に基づく優生手術への対応旧優生保護法に基づく優生手術への対応旧優生保護法に基づく優生手術への対応旧優生保護法に基づく優生手術への対応    

【所管省庁 厚生労働省】 

旧優生保護法下で実施された本人の同意を要しない優生手術は、

全国で約 1万 6,000 件あまりにも上っており、こうした措置は、現

在の権利擁護の考え方や価値観とは相入れないものであり、国にお

いては、統一的な方針の下、各都道府県、市町村、医療機関、福祉

施設に対する「旧優生保護法に関連した資料等の保有状況等調査」

の結果等を踏まえ、国の責任において、速やかに必要な救済措置を

講じること。 

 

１４１４１４１４    障がい福祉制度の改革障がい福祉制度の改革障がい福祉制度の改革障がい福祉制度の改革        

【所管省庁 厚生労働省】 

（１） 障がい福祉サービスを受ける全ての利用者が提出を求められることと

なったサービス等利用計画については、作成の推進状況、相談支援の報酬体

系の見直しの効果を含め、総合的に検討すること。 

（２） 障害者総合支援法の改正に伴う必要な財源を確保し、持続可能な制度と

すること。あわせて今回の改正において、事前に具体的な改正内容が示され

ず、事業者に対する十分な周知期間も設けられなかったことにより現場に混

乱が生じたことから、次回の制度改正では、施行準備に支障がないよう十分

に考慮すること。 

 

１５１５１５１５    障がいのある人の就労支援体制の充実・強化障がいのある人の就労支援体制の充実・強化障がいのある人の就労支援体制の充実・強化障がいのある人の就労支援体制の充実・強化    

【所管省庁 厚生労働省】 

（１） 障害者就業・生活支援センターの生活支援等事業について、国庫補助基

準額を引き上げること。 

（２） 障害者就業・生活支援センターの支援員を増員するなど就労支援体制を

充実・強化するとともに、効果的なサービスを提供できる制度の改善を行う

こと。 
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１６１６１６１６    重度障がい者に対する経済的支援の充実重度障がい者に対する経済的支援の充実重度障がい者に対する経済的支援の充実重度障がい者に対する経済的支援の充実    

【所管省庁 厚生労働省】 

国において重度障がい者医療費助成制度を創設すること。 

 

１７１７１７１７    重症心身障がい児・者の受入に係る報酬額の増額重症心身障がい児・者の受入に係る報酬額の増額重症心身障がい児・者の受入に係る報酬額の増額重症心身障がい児・者の受入に係る報酬額の増額    

【所管省庁 厚生労働省】 

医療的ケアが必要な重症心身障がい児・者に対するサービスの提供が十分行

われるよう、報酬額の増額を図ること。 

 

１８１８１８１８    発達障がい児発達障がい児発達障がい児発達障がい児・・・・者に対する支援の充実者に対する支援の充実者に対する支援の充実者に対する支援の充実    

【所管省庁 厚生労働省】 

（１） 発達障がい児や発達障がい者が成長段階に応じ適切な支援を受けるこ

とができるよう、保健師、保育士、教諭、相談支援専門員への研修など、地

域の発達障がいに係る専門的知識を有する人材を育成するための施策に対

し、所要の財源措置を図ること。 

（２） 地域の関係機関が協力して発達障がい児や発達障がい者への支援を行

うことができるよう、関係機関の連携を進めるための施策に対し、所要の財

源措置を図ること。 

 

１９１９１９１９    障がい者施設へのスプリンクラー設置に対する助成障がい者施設へのスプリンクラー設置に対する助成障がい者施設へのスプリンクラー設置に対する助成障がい者施設へのスプリンクラー設置に対する助成    

【所管省庁 厚生労働省】  

障がい者施設へのスプリンクラー設置に対し、必要な財源措置を行うこと。 

 

２０２０２０２０    生活困窮者自立支援法の実効性の確保生活困窮者自立支援法の実効性の確保生活困窮者自立支援法の実効性の確保生活困窮者自立支援法の実効性の確保    

【所管省庁 厚生労働省】 

生活困窮者自立支援法に基づく各種事業が、全ての実施機関において十分に

提供されるよう、任意事業の国庫補助率を必須事業と同等の３／４に見直すこ

と。 
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２１２１２１２１    低所得世帯に属する高校生の低所得世帯に属する高校生の低所得世帯に属する高校生の低所得世帯に属する高校生の    

自動車運転免許取得費用に対する援助自動車運転免許取得費用に対する援助自動車運転免許取得費用に対する援助自動車運転免許取得費用に対する援助    

【所管省庁 厚生労働省】 

低所得世帯（被保護世帯含む）に属する高校生が、就職のために自動車運転

免許を取得する場合の費用について、生活福祉資金（福祉費）及び生活保護費

（生業扶助）に含まれるよう対象を拡大すること。 

 

２２２２２２２２    民生委員・児童委員制度の拡充民生委員・児童委員制度の拡充民生委員・児童委員制度の拡充民生委員・児童委員制度の拡充    

【所管省庁 厚生労働省】 

民生委員・児童委員が必要な業務を円滑に行うことができるよう、以下の措

置を講じること。 

（１） 民生委員・児童委員の活動内容・範囲についてガイドラインを策定する

など、役割の明確化を図ること。 

（２） 地方交付税単価の引上げを行うこと。 

（３） 民生委員・児童委員制度の普及啓発に要する経費の財源措置を講じるこ

と。 

 

２３２３２３２３    児童福祉法改正に伴う財政措置等の拡充児童福祉法改正に伴う財政措置等の拡充児童福祉法改正に伴う財政措置等の拡充児童福祉法改正に伴う財政措置等の拡充    

【所管省庁 厚生労働省】 

平成２８年６月３日に公布された児童福祉法等の一部を改正する法律では、

児童が権利の主体であることが明記され、児童虐待発生時に迅速・的確な対応を

行うことができるよう、児童相談所の体制強化を図ることが盛り込まれた。 

また、法改正と併せ、児童相談所における専門職の配置の充実や資質の向上を

図ることなどを目的とした、「児童相談所強化プラン」が策定され、その中で、

専門職の具体的配置に係る目標値についても、地方自治体に示された。 

さらに、昨年８月２日に取りまとめられた「新しい社会的養育ビジョン」では、

改正児童福祉法の理念を具体化するため、新たに都道府県社会的養育推進計画

の策定を行い、里親等への委託の推進に向けた取組等を推進することとされ、本

年７月には、推進計画の策定要領が国から示されたところである。 
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 ついては、これらの取組を推進できるよう、以下の事項に関して重点的な対応

を図ること。 

 

（１） 児童相談所の体制強化に関し、専門職の採用後の能力向上やスーパーバ

イザーの育成に関し適切な研修を行うなど、国において必要な支援を実施す

ること。 

（２） 各児童相談所に係る専門職の配置増等に伴い、地方交付税の単位費用に

ついて、実態に即した形による見直しを随時行うなど、地方自治体への財政

的支援策を十分に講ずるとともに、配置増に伴う庁舎の新築、増築等が必要

な場合における、各種補助金又は基準財政需要額に算入される起債の導入に

ついて検討を行うこと。 

（３） 「新しい社会的養育ビジョン」を踏まえた都道府県社会的養育推進計画

を実効性のあるものにするため、取組の実施に必要な予算を確保すること。 

さらに、里親制度に対する社会的な理解と協力を促すため、国での周知・

啓発を強化するとともに、里親等の負担となっている高校進学及び就職時の

費用に対する支援を拡充すること。 

 

２２２２４４４４    子育て支援策の充実子育て支援策の充実子育て支援策の充実子育て支援策の充実    

【所管省庁 内閣府（少子化対策）、厚生労働省】 

（１） 企業主導型保育施設を含む認可外保育施設数の大幅な増加に伴い、指導

監督に必要な財源を確実に措置すること。 

また、企業主導型保育施設における保育の質を確保するため、整備費及び

運営費の助成決定に際して、公益財団法人児童育成協会による参入企業への

指導を強化すること。 

（２） 子ども及びひとり親家庭に対する医療費助成制度を創設すること。 

（３） 仕事と子育てが両立できる職場環境づくりに向けた企業の取組を促進

すること。 
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２２２２５５５５    子ども・若者育成支援施策推進のための財政措置子ども・若者育成支援施策推進のための財政措置子ども・若者育成支援施策推進のための財政措置子ども・若者育成支援施策推進のための財政措置    

【所管省庁 内閣府（少子化対策）】 

ひきこもりや若年無業など、社会生活を円滑に営む上での困難を有する子

ども・若者に対して、ワンストップで相談対応を行う「子ども・若者総合相

談センター」の設置運営について、必要な財政措置を行うこと。 

 

２６２６２６２６    人権施策の推進人権施策の推進人権施策の推進人権施策の推進（（（（同和問題をはじめとする人権問題の解決同和問題をはじめとする人権問題の解決同和問題をはじめとする人権問題の解決同和問題をはじめとする人権問題の解決））））                            

【所管省庁 法務省、総務省、文部科学省】 

（１） 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律や部落差別の解消の推進に

関する法律の趣旨を踏まえ、同和問題をはじめとする人権問題の正しい理解

と認識が深まるよう、総合調整機能を担う窓口を設置するなど、法に基づく

教育・啓発等に関する施策を積極的に推進するとともに、地方公共団体の取

組みを促進するよう財政措置の拡充を図ること。 

（２） 人権侵害救済制度の早期確立のため、人権擁護推進審議会の答申や国内

機構の地位に関する原則（いわゆるパリ原則）を踏まえ、独立性、迅速性、

専門性を備えた実効性のある人権委員会の設置等、人権救済の積極的推進を

目的とする法的措置を講じること。 
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ⅥⅥⅥⅥ    地方の社会基盤の整備地方の社会基盤の整備地方の社会基盤の整備地方の社会基盤の整備    

１１１１    下関北九州道路の早期整備下関北九州道路の早期整備下関北九州道路の早期整備下関北九州道路の早期整備        

【所管省庁 国土交通省】 

下関北九州道路の早期実現に向け、事業化に向けた計画段階評価へ移行する

こと。 

 

２２２２    東九州自動車道の東九州自動車道の東九州自動車道の東九州自動車道の早期早期早期早期 4444 車線化車線化車線化車線化    

【所管省庁 国土交通省】 

東九州自動車道の 4 車線化について、平常時・災害時を問わない安定的な物

流・人流を確保するため、早期に事業化すること。 

 

 

３３３３    味坂スマート味坂スマート味坂スマート味坂スマート ICICICIC（仮称）アクセス道路の早期整備（仮称）アクセス道路の早期整備（仮称）アクセス道路の早期整備（仮称）アクセス道路の早期整備    

【所管省庁 国土交通省】    

味坂スマートインターチェンジ（仮称）本体事業に合わせてアクセス道路の

早期整備を促進すること。 

 

４４４４    八木山バイパスの早期４車線化八木山バイパスの早期４車線化八木山バイパスの早期４車線化八木山バイパスの早期４車線化    

【所管省庁 国土交通省】 

八木山バイパスの 4 車線化について、利用しやすい料金での有料化の検討

を含め、早急に事業化すること。 

 

５５５５    高規格幹線道路等の整備推進高規格幹線道路等の整備推進高規格幹線道路等の整備推進高規格幹線道路等の整備推進        

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 福岡空港への自動車専用道路の早期事業化及び新北九州空港道路の整

備促進を図ること。 

（２） 有明海沿岸道路の整備を推進すること。 



38 

 

（３） 西九州自動車道全線の自動車専用道路としての整備及び東九州自動車

道の 4車線化など、高規格幹線道路の広域ネットワークにおける機能強化を

推進すること。 

（４） 北九州・福岡都市圏の発展に必要な幹線道路ネットワークの整備を推進

すること。 

 

６６６６    地域の自立促進のための道路網の確実な整備地域の自立促進のための道路網の確実な整備地域の自立促進のための道路網の確実な整備地域の自立促進のための道路網の確実な整備        

【所管省庁 国土交通省】 

産業・観光振興の観点から、空港、港湾、インターチェンジなどを結ぶ幹線

道路の整備を推進すること。 

 

７７７７    高尾川・鷺田川の河川整備の推進高尾川・鷺田川の河川整備の推進高尾川・鷺田川の河川整備の推進高尾川・鷺田川の河川整備の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 高尾川・鷺田川の緊急的な河川整備について、平成 31 年度の完成に向

けた必要な予算を確保すること。 

（２） 近年頻発する豪雨災害を踏まえ、その他の河川の整備に必要な予算につ

いても確保すること。 

 

８８８８    ダム建設による水資源対策等の推進ダム建設による水資源対策等の推進ダム建設による水資源対策等の推進ダム建設による水資源対策等の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 小石
こ い し

原川
わらがわ

ダム建設事業について、平成 31 年度の完成に向けた必要な予

算を確保すること。 

（２） 筑後川水系ダム群連携事業について、事業を進めるにあたって必要な、

導水ルートなどを明確にした計画を早期に策定すること。 
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９９９９    災害に強い河川整備の推進災害に強い河川整備の推進災害に強い河川整備の推進災害に強い河川整備の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

梅雨期や台風時の洪水、近年多発する集中豪雨及び都市化の進展に伴う被害

リスクから県民の生命と財産を守るため、ハード・ソフト一体となった対策に

よる河川整備を推進し、必要な予算を確保すること。 

 

１０１０１０１０    津波・高潮対策の推進津波・高潮対策の推進津波・高潮対策の推進津波・高潮対策の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 台風により過去幾度となく甚大な高潮被害が発生していることから、今

後の災害の予防・軽減に資するため、海岸整備事業、河川整備事業を推進し、

必要な予算を確保すること。 

（２） 地震による津波や高潮の被害リスクに対し、避難体制を整備するための

ソフト対策を推進すること。 

 

１１１１１１１１    河川施設の老朽化対策の推進河川施設の老朽化対策の推進河川施設の老朽化対策の推進河川施設の老朽化対策の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 水門、揚排水機場、ダム等の多くの施設の老朽化が著しいことから、こ

れらの老朽化対策を推進し、必要な予算を確保すること。 

（２） 河川施設等の定期点検や小規模な修繕に要する費用を交付金の交付対

象とすること。 
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１２１２１２１２    下水道事業の推進下水道事業の推進下水道事業の推進下水道事業の推進        

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 下水道事業をとりまく様々な課題に適切に対応するため、下水道事業の

特性を踏まえた現行の国庫補助制度を堅持すること。 

（２） 快適な生活環境の確保、公共用水域の水質保全等を図るため、以下の下

水道整備計画の推進に必要な予算を確保すること。 

① 公共下水道、流域下水道の早期概成に向けた整備促進 

② 公共用水域の水質改善のための高度処理の導入推進 

③ 浸水対策の推進 

④ 下水道施設の地震対策・老朽化対策の推進 

（３） 未普及対策及び浸水対策については重点化が打ち出されているが、下水

道が極めて公共性の高い役割を担っていることを踏まえ、引き続き、老朽化

対策への適切な財政支援を行うこと。 

 

１３１３１３１３    地籍調査事業地籍調査事業地籍調査事業地籍調査事業の推進の推進の推進の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

土地の基礎的な情報を整備する地籍調査を早期に完了させるため、調査に必

要な予算を確保すること。 

 

１４１４１４１４    土砂災害対策の推進土砂災害対策の推進土砂災害対策の推進土砂災害対策の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 土砂災害危険箇所解消のため、交付金事業に係る保全人家戸数の採択

基準の緩和等により、対策工事の促進に必要な予算を確保すること。 

（２） 災害関連事業に係る補助制度の一層の充実に向け、激甚災害の柔軟な適

用を図るとともに、急傾斜地の斜面に係る採択要件の緩和等により、事業の

促進を図ること。     
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１１１１５５５５    大規模災害に備える道路網の確実な整備大規模災害に備える道路網の確実な整備大規模災害に備える道路網の確実な整備大規模災害に備える道路網の確実な整備        

【所管省庁 国土交通省】 

地域防災計画に定める緊急輸送道路ネットワークの確実な整備に必要な予

算を確保すること。 

 

１６１６１６１６    道路防災事業の推進道路防災事業の推進道路防災事業の推進道路防災事業の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

「平成 30年 7月豪雨」、「平成 29年 7月九州北部豪雨」、「平成 28年熊本地

震」のような集中豪雨、大規模地震などによる道路法面崩壊や落石等の災害を

防止し、道路の安全な通行を確保するため、道路防災対策を着実かつ早急に推

進し、必要な予算を確保すること。 

 

１７１７１７１７    道路施設の老朽化対策の推進道路施設の老朽化対策の推進道路施設の老朽化対策の推進道路施設の老朽化対策の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 今後、急速に高齢化が進む道路施設（橋梁、トンネル等）の老朽化対策

を推進し、必要な予算を配分すること。 

（２） 市町村の道路施設の点検、修繕に係る交付金の国費率を嵩上げするとと

もに、維持管理・更新に関する技術開発や技術者の育成を行い、市町村を支

援すること。 

 

１８１８１８１８    道路施設の震道路施設の震道路施設の震道路施設の震災対策の推進災対策の推進災対策の推進災対策の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

大規模災害時の救急救命活動や復旧活動を支えるため、緊急輸送道路等、特

に重要な路線上の橋梁については、被災後速やかに機能を回復できるよう震災

対策事業を推進し、必要な予算を確保すること。 
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１９１９１９１９    交通安全事業の推進交通安全事業の推進交通安全事業の推進交通安全事業の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

交通事故のない安全な交通空間の確保と安心して移動できる環境確保のた

め、道路の無電柱化、自転車利用環境の整備、歩道設置、交差点改良及び歩道

のバリアフリー化といった交通安全事業を推進し、必要な予算を確保すること。 

 

２０２０２０２０    九州大学学術研究都市構想九州大学学術研究都市構想九州大学学術研究都市構想九州大学学術研究都市構想に基づく関連道路整備のに基づく関連道路整備のに基づく関連道路整備のに基づく関連道路整備の推進推進推進推進        

【所管省庁 国土交通省】 

学術研究都市の形成に係る道路の整備に必要な予算を確保し、早期完成を図

ること。 

（１） 学園通線、中央ルートなどのアクセス道路 

（２） 今宿道路（福岡市～糸島市） 

 

２１２１２１２１    自転車活用の推進自転車活用の推進自転車活用の推進自転車活用の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 「自転車活用推進計画」に基づく措置に対する必要な予算を確保するこ

と。 

（２） 併せて、地方版自転車活用推進計画に基づく措置に対する補助制度の充

実・強化を図ること。 

 

２２２２２２２２    自動運転移動サービスの実現・普及に向けた取組の推進自動運転移動サービスの実現・普及に向けた取組の推進自動運転移動サービスの実現・普及に向けた取組の推進自動運転移動サービスの実現・普及に向けた取組の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

地方における自動運転移動サービスの実現及び普及への取組に必要な予算

を確保すること。 
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２３２３２３２３    日本海側の拠点としての北九州港・博多港の機能強化日本海側の拠点としての北九州港・博多港の機能強化日本海側の拠点としての北九州港・博多港の機能強化日本海側の拠点としての北九州港・博多港の機能強化    

【所管省庁 国土交通省】 

発展著しいアジアに近いという地理的優位性を活かし、国際競争力を高める

ため、日本海側の拠点としての北九州港・博多港の機能強化を推進すること。 

 

２４２４２４２４    重要港湾苅田港・三池港の機能強化重要港湾苅田港・三池港の機能強化重要港湾苅田港・三池港の機能強化重要港湾苅田港・三池港の機能強化    

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 自動車産業・セメント産業の物流拠点である重要港湾苅田港の機能強化

を推進すること。 

（２） 県南地域の物流拠点として、重要な役割を担っている重要港湾三池港の

機能強化を推進すること。 

    

２２２２５５５５    港湾における老朽化対策並びに耐震対策の推進港湾における老朽化対策並びに耐震対策の推進港湾における老朽化対策並びに耐震対策の推進港湾における老朽化対策並びに耐震対策の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 港湾施設・港湾海岸の老朽化対策を推進するため、施設の定期点検・小

規模な修繕に要する費用を交付金の交付対象とすること。 

（２） 港湾における耐震対策を推進し、必要な予算を確保すること。 

 

２６２６２６２６    世界遺産である三池港の管理保全支援世界遺産である三池港の管理保全支援世界遺産である三池港の管理保全支援世界遺産である三池港の管理保全支援    

【所管省庁 国土交通省】 

世界遺産「明治日本の産業革命遺産」の構成資産かつ稼働資産である三池港

について、引き続き管理保全に関する技術的支援・財政的支援を行うこと。 
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２７２７２７２７    「「「「まちの賑わい創出」と「地域公共交通ネットワークのまちの賑わい創出」と「地域公共交通ネットワークのまちの賑わい創出」と「地域公共交通ネットワークのまちの賑わい創出」と「地域公共交通ネットワークの維維維維

持・充実」につながる施策の推進持・充実」につながる施策の推進持・充実」につながる施策の推進持・充実」につながる施策の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

「まちの賑わい創出」と「地域公共交通ネットワークの維持・充実」につなが

る施策に取り組む自治体に対し、重点的な支援をすること。 

 

２８２８２８２８    街路事業の推進街路事業の推進街路事業の推進街路事業の推進        

【所管省庁 国土交通省】 

都市における自動車等の円滑な交通の確保と安全で安心して生活ができる

市街地の形成を図るため、次の事業の推進に必要な予算を確保すること。 

（１） 西鉄天神大牟田線（春日原～下大利）連続立体交差事業 

（２） 都市の骨格を形成する幹線街路の整備    

 

２９２９２９２９    都市公園事業の推進都市公園事業の推進都市公園事業の推進都市公園事業の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

都市における快適な生活環境の整備や災害時の避難場所の確保、多様なイベ

ントや健康増進活動の場の提供、さらに観光資源の一つとして、次の都市公園

整備の推進に必要な予算を確保すること。 

（１） 県営筑後広域公園 

（２） 県営大濠公園 

（３） 国営海の中道海浜公園 

 

３０３０３０３０    パークアンドライドの促進パークアンドライドの促進パークアンドライドの促進パークアンドライドの促進    

【所管省庁 国土交通省、総務省】 

パークアンドライド用駐車場への固定資産税減免に対する支援措置を講じ

ること。 
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３１３１３１３１    世界遺産である官営八幡製鐵所等の管理保全支援世界遺産である官営八幡製鐵所等の管理保全支援世界遺産である官営八幡製鐵所等の管理保全支援世界遺産である官営八幡製鐵所等の管理保全支援    

【所管省庁 国土交通省】 

世界遺産「明治日本の産業革命遺産」の構成資産かつ稼働資産である官営八

幡製鐵所及び遠賀川水源地ポンプ室について、引き続き管理保全に関する財政

的支援を行うこと。 

 

３２３２３２３２    住宅・建築物の耐震化の推進住宅・建築物の耐震化の推進住宅・建築物の耐震化の推進住宅・建築物の耐震化の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 地震に強い安全・安心な県づくりを実現するため、住宅や多くの人が利

用する特定建築物の耐震化の推進に必要な予算を確保するとともに、防災拠

点となる庁舎等の耐震化を推進するため制度の拡充を図ること。  

（２） 要安全確認計画記載建築物の補助率嵩上げ期間及び耐震対策緊急促進

事業の事業期間を延長すること。 

 

３３３３３３３３    住宅セーフティネット機能の確保・強化住宅セーフティネット機能の確保・強化住宅セーフティネット機能の確保・強化住宅セーフティネット機能の確保・強化    

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 住宅確保要配慮者の居住の安定と安全を図るため、老朽化した公営住宅

等の建替え・改善の推進に必要な予算を確保するとともに、制度の拡充を図

ること。 

（２） サービス付き高齢者向け住宅整備事業の時限措置を撤廃すること。 

 

３３３３４４４４    住環境整備・住宅市街地整備の推進住環境整備・住宅市街地整備の推進住環境整備・住宅市街地整備の推進住環境整備・住宅市街地整備の推進    

【所管省庁 国土交通省】 

（１） 不良住宅等の密集した地区の住環境整備を推進するため、必要な財源を

確保するとともに制度の拡充を図ること。 

（２） 狭あい道路の整備を推進し、安全な住宅市街地の形成を図るため、整備

促進事業の時限措置を撤廃すること。 
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３５３５３５３５    住宅ストックの有効活用住宅ストックの有効活用住宅ストックの有効活用住宅ストックの有効活用    

【所管省庁 国土交通省】 

人口減少・少子高齢社会において、高齢者世帯や子育て世帯が各々のニーズ

に応じた住生活を送れるよう、住み替えやリフォームを促進するなど、さらな

る住宅ストックの有効活用が進むような対策を講じること。 

 

３６３６３６３６    鉄道の整備推進鉄道の整備推進鉄道の整備推進鉄道の整備推進    

【所管省庁 国土交通省】 

整備新幹線の整備を推進すること。 

（１） 九州新幹線西九州ルート（博多～長崎間 約 143km）の整備推進 

（２） 東九州新幹線の整備計画路線への格上げ及び所要の整備財源の確保 

 

 

３７３７３７３７    鉄道駅の耐震化推進鉄道駅の耐震化推進鉄道駅の耐震化推進鉄道駅の耐震化推進    

【所管省庁 国土交通省、総務省】 

（１） 地震に強いまちづくりを実現するため、鉄道駅の耐震化の推進に必要な

予算を確保すること。 

（２） さらに、鉄道駅の耐震化にかかる地方負担分について、地方交付税措置

の対象とするとともに、地方債の起債対象とすること。 

 

３８３８３８３８    公共交通施設のバリアフリーの推進公共交通施設のバリアフリーの推進公共交通施設のバリアフリーの推進公共交通施設のバリアフリーの推進    

【所管省庁 国土交通省】 

高齢者、障がいのある人等の移動の円滑化を図るため、交通事業者が行う公

共交通施設のバリアフリー化整備に必要な予算を確保するとともに、補助制度

の充実・強化を図ること。 
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３９３９３９３９    地域公共交通の維持・確保地域公共交通の維持・確保地域公共交通の維持・確保地域公共交通の維持・確保    

【所管省庁 国土交通省、総務省】 

（１） 地方の鉄道の安全輸送やバス路線並びに離島航路の維持・確保のために、

現行補助制度の補助率を維持するとともに必要な予算を確保すること。 

（２） 「地域公共交通再編実施計画」の期間中において、事情変更に基づく計

画内容の見直しができるよう、柔軟な制度とすること。 

（３） 自家用有償旅客運送制度において、NPO 等だけでは担い手が不足する

公共交通空白地域において、民間事業者が道路運送法第 78条に基づく登録

を受けられるよう、柔軟な制度とすること。 

（４） 中小民間鉄道の安全輸送施設整備にかかる地方負担分についても、第三

セクター鉄道と同様、地方債の起債対象とすること。 

 

４０４０４０４０    水道施設整備費国庫補助等予算の確保と制度の充実・強化水道施設整備費国庫補助等予算の確保と制度の充実・強化水道施設整備費国庫補助等予算の確保と制度の充実・強化水道施設整備費国庫補助等予算の確保と制度の充実・強化    

【所管省庁 厚生労働省】 

（１） 小石
こ い し

原川
わらがわ

ダム建設に係る利水者補助をはじめ、水道施設整備費国庫補助

等の予算額を確保すること。 

（２） 老朽施設の更新、改良事業に対する財政支援制度の充実・強化を図るこ

と。 
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ⅦⅦⅦⅦ    教育・文化教育・文化教育・文化教育・文化    

１１１１    高校生等奨学給付金制度の見直し高校生等奨学給付金制度の見直し高校生等奨学給付金制度の見直し高校生等奨学給付金制度の見直し    

【所管省庁 文部科学省】 

高校生等奨学給付金制度については、非課税世帯に対する第１子と第２子以

降の支給額の差を解消するとともに、生活保護受給世帯に対する支給額の積算

基礎に含まれている修学旅行費を、非課税世帯に対しても含むよう見直しを行

うなど、給付金の充実を図ること。また、事務費も含めて全額国庫負担で実施

すること。 

 

２２２２    高等学校等就学支援金の拡充高等学校等就学支援金の拡充高等学校等就学支援金の拡充高等学校等就学支援金の拡充    

【所管省庁 文部科学省】 

私立高等学校授業料の実質無償化（現行の高等学校等就学支援金の拡充）の

検討を進めるとともに、その財源については国の責任において確実に確保する

こと。 

 

３３３３    大学生等の給付型奨学金制度の拡充大学生等の給付型奨学金制度の拡充大学生等の給付型奨学金制度の拡充大学生等の給付型奨学金制度の拡充    

【所管省庁 文部科学省】 

意欲と能力のある学生等が、経済的な理由により進学を断念することなく安

心して学業に専念できるよう、また、卒業後の返済にかかる負担軽減が図られ

るよう、大学生等に対する「給付型奨学金制度」の拡充を図ること。 

 

４４４４    教職員定数改善計画の早期策定教職員定数改善計画の早期策定教職員定数改善計画の早期策定教職員定数改善計画の早期策定    

【所管省庁 文部科学省】 

学級編制の標準の改善及び、複雑化・困難化する教育課題に対応した教職員

定数の更なる充実を図り、計画的・安定的な教職員定数改善計画を早期に策定

し、着実に実施すること。 
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５５５５    メリハリある教員給与体系の確立メリハリある教員給与体系の確立メリハリある教員給与体系の確立メリハリある教員給与体系の確立    

【所管省庁 文部科学省】 

次代を担う子どもたちの人間形成に関わる教員の職務の重要性に鑑み、人材

確保法を堅持するとともに、勤務状況を踏まえた教員給与の見直しを着実に進

めること。 

 

６６６６    ＩＣＴ教育の推進ＩＣＴ教育の推進ＩＣＴ教育の推進ＩＣＴ教育の推進    

【所管省庁 文部科学省】 

地方公共団体がＩＣＴ教育に係る情報機器の整備やＩＣＴ支援員を配置す

るに当たり、補助金による財政支援を行うこと。 

 

７７７７    私立学校施設の耐震化の促進私立学校施設の耐震化の促進私立学校施設の耐震化の促進私立学校施設の耐震化の促進    

【所管省庁 文部科学省】 

私立学校施設に対する耐震改修工事及び耐震改築工事について、助成制度を

継続するとともに、拡充を図ること。 
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ⅧⅧⅧⅧ    行財政改革と地方分権の推進行財政改革と地方分権の推進行財政改革と地方分権の推進行財政改革と地方分権の推進    

１１１１    社会保障・税にかかわる番号制度社会保障・税にかかわる番号制度社会保障・税にかかわる番号制度社会保障・税にかかわる番号制度    

【所管省庁 内閣官房（番号制度推進室）、総務省、厚生労働省】 

（１） 番号制度の円滑な実施のためには国民の認知・理解をより深めることが

不可欠であることから、周知・広報を継続して行うこと。 

（２） 番号制度の導入及び運営に係る経費は原則として国が負担し、地方に新

たな経費負担が生じないようにすること。 

（３） マイナンバーカードの円滑な交付のための対策を継続して行うこと。 

 

２２２２    「平成の合併」後の市町村の実態を反映した地方交付税の算定「平成の合併」後の市町村の実態を反映した地方交付税の算定「平成の合併」後の市町村の実態を反映した地方交付税の算定「平成の合併」後の市町村の実態を反映した地方交付税の算定    

【所管省庁 総務省】 

「平成の合併」により広域化した市町村や高齢化・過疎化が進行する小規模

市町村が、将来にわたって安定的に住民の安全・安心や地域振興に係る行政サ

ービスを維持することができるよう、「平成の合併」後の市町村の実態を反映

した地方交付税の算定を行うこと。 

 

３３３３    会計年度任用職員制度の導入に伴う地方財政措置の実施会計年度任用職員制度の導入に伴う地方財政措置の実施会計年度任用職員制度の導入に伴う地方財政措置の実施会計年度任用職員制度の導入に伴う地方財政措置の実施    

【所管省庁 総務省】 

会計年度任用職員については、新たに期末手当を支給する必要があることか

ら、地方自治体に財政上の負担が生じることがないよう、国として必要な地方

財政措置を行うこと。 

 

 

 


